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ESG経営に取り組むことで創出される新たな価値

ESGをはじめとした新しい価値に基づいたパーパス経営に取り組む企業は、自らをトランス
フォーメーションする事で新たな競争優位を生み出しています

更なるブランド認知

の顧客が強いパーパスを
持った企業の存在を他社
よりも強く認知している

ブランド保護 コスト削減 業績向上

従業員のリテンション従業員の満足

環境に配慮した商品・サービスは
通常製品よりも価格プレミアムが

のCXOがソーシャルに配慮した新
商品・サービスから新たな収益
源を創出したと回答

新市場への参入

より良い業績 更なる成長

の従業員は新たな価値に基づく
パーパス経営企業で働く事を望
んでいる

パーパス経営に取り組む
企業は平均で

4倍高いEBITDA

ステークホルダの期待値を達成し
た企業は

6.4%株式配当が大きい

強い価値観を持った企業は風評
被害などのネガティブな影響に

対して6倍強い

のサステナビリティに配慮した製品
を提供する企業のより低コストな
ロジスティクスやサプライチェーンを
実現

ブランドの信頼性
の企業が、自らが環境破壊を
引き起こした場合、全利益を
喪失するリスクがあると考えて
いる

の企業はEBITDAを25%以上
損なうと考えている

利益の喪失
ブランドを棄損するネガティブな
事業により、3社の時価総額
が20%から56%減少、
合計の損失した時価総額は

の従業員および75%の
ミレニアル世代の従業員は
環境に配慮した企業で
働くためなら、給料を減らし
てもいいと考えている

組織のミッションやパーパスと従業員
のつながりが10%改善することで
12.7%安全に係るインシデントの減少
8.1%売上の上昇
4.4%収益性の向上

https://www2.deloitte.com/content/dam/Deloitte/us/Documents/process-and-operations/purpose-premium-pov.pdf
https://www2.deloitte.com/content/dam/Deloitte/us/Documents/process-and-operations/purpose-premium-pov.pdf
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ESGの取り組みにおける課題

一方、多くの企業ではESGデータの収集・分析においてテクノロジーの活用が進んでおらず、
スピーディかつ正確な情報開示が求められる中、各社が大きな課題を抱えています

12%

88%

ESGデータ収集・分析にシステム・パッケージ
を使用している企業の割合

使用している 使用していない

N=118

出所：「ESGデータの収集・開示に係るサーベイ2021」（デロイト トーマツ グループ）

システム・パッケージ未導入の企業における課題

複数システムにまたがったデータ収集・集計を手
作業で実施するなど、作業負荷が高く属人化し
ている
データの抽出条件、エラーチェックや修正履歴など
の管理がされておらず、データ精度が低い
タイムリーな収集・分析が行えておらず、経営や
事業における意思決定に活用できていない
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環境課題への取組におけるCIO / IT部門のミッション

企業として環境課題への取組・情報開示が求められる中で CIO/IT部門の役割が重要と
なってきており、取り組みを通じた貢献への期待が高まっています

インテリジェンス 戦略/KPI設計 企業活動 ESG情報開示

 最新の環境課題や取組事
例、規制の把握

 中長期的な重要領域の予
測、仮説構築

ステークホルダーの期待値、
外部環境トレンド把握・予測

将来のあるべき社会と自社
の姿（主要KPI）の定義

自社戦略、KPI
に基づく事業の遂行

フレームワーク（TCFD等）
に準拠した情報の開示

 中長期的な自社のあるべき
姿の整理(シナリオ分析)

 マテリアリティの特定、目標
値(KPI)の明確化

 戦略・方針、KPIを意識した
事業運営

 計画/実績の可視化と継続
的な活動改善

 ステークホルダー、市場の期待
を満たす情報開示

 財務・非財務情報の相関の
明示

タイムリーなデータの収集・
分析による意思決定支援

タイムリーなESGデータ収集、
進捗状況の可視化

分析・シミュレーションに
よる洞察の提供

CIO/IT

部
門
の
ミ
ッ
シ
ョ
ン

環
境
課
題
へ
の
取
組

ESG戦略に基づく
データ利活用戦略の策定

環境課題取組におけるテ
クノロジー活用動向の把握

透明性・一貫性を持った
データ管理・レポーティング

KPIの実現性チェック、
データ活用戦略の策定

KPI達成に必要な
デジタル・IT投資の特定

カーボントレーディング管理、
財務情報への反映

外部公開レポート生成
(TCFD、決算短信など)

環境課題解消へのテクノ
ロジー活用施策の提言

テクノロジーを活用した
外部環境のリスク分析
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ESGデータプラットフォーム確立にむけた検討要素
（Deloitte ESG Operating Model）

ESGデータプラットフォームの確立に向け、3領域（Strategy/ Process/ Enablement）
10要素にわたる検討項目および実現に向けたロードマップの具体化をご支援します

Process EnablementStrategy

データ
マスタリング

データ
品質管理

ガバナンス

アーキテクチャ

ESG Roadmap
いつ・どのような価値を創出するか

ビジョン&戦略 組織構造・
ソーシング

ESGマネジメント
ポリシー&手順

サービス
デリバリモデル

ソリューション
導入支援

分析・AI活用

どんな手段で実現するかどのような価値創出を狙うのか いかに具現化するか
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